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はじめに 
世界的な混乱、急速な技術革新、そして変
化する職場への期待の中で、企業の行動規
範はもはや単なる法令順守のための文書
ではなくなってます。現代の行動規範は、企
業の価値観、文化、そして倫理的な指針を
映し出すものです。「2025年LRN行動規範
レポート」は、組織が行動規範をどのように
進化させているかを、二つの観点から示し
ています。一つは、構造の整備、明確性の向
上、伝達手法の工夫、リスク対応力の強化と
いった実務的側面。もう一つは、その規範に
よって導かれる人々の体験をどのように考
慮しているかという人間的側面です。 

本年度のレポートは、世界各国の約200件
に及ぶ行動規範の包括的なレビューと、15
か国・2,000名超の従業員を対象とした新た
な調査データに基づいています。本レポー
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トでは、形式と機能の交差点に焦点を当て、行動規範がいかに策
定され、いかに活用され、そしてグローバルな労働力の日々の意
思決定にどのような影響を与えているのかを検証します。

本レポートは、日本市場に関連する調査結果に焦点を当てていま
す。グローバルレポートの一環として、日本を代表する32社の行動
規範を分析し、2023年に策定・運用されていた規範と2025年時点
の規範との比較検証を行いました。あわせて、日本国内の従業員
140名を対象に、自社の行動規範に対する認識・評価についての
意見を収集しました。

「行動規範を更新すること自体は 
もはや課題ではなく、
真の課題はそれを組織に
浸透させることにあります。」 

– LRN『2025年グローバルE&Cプログラム成熟度調査』
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1

2

日本企業の行動規範における人工知能（AI）の
記載は、2023年には0％であったものが、2025年
には13％へと増加しました。これは、AI関連リス
クへの認識が高まり、それに対応するための積
極的な取り組みが、行動規範や倫理・コンプライ
アンスプログラムに反映され始めていることを
示しています。
一方で、日本における行動規範の87％は依然と
してAIを取り上げておらず、改善の余地が大きい
領域であるとも言えます。 

日本企業は、行動規範における報告体制および
説明責任の要素を強化しています。報告窓口等
のリソースを明示している割合は75％から97％
へと22ポイント増加し、報復に対する懲戒の明
文化は63％から83％へと21ポイント増加しまし
た。さらに、従業員の責務を明確に示している割
合も69％から87％へと18ポイント上昇していま
す。これらの更新は、内部通報者に対する保護の
一層の強化と、懸念事項を提起する際のより明
確な指針の整備を示唆しています。 

主な調査結果 
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日本企業の従業員は、自社の行動規範へのアク
セスが容易ではないと感じています。実際に、「ア
クセスが簡便である」と回答した割合は52％にと
どまり、グローバル全体の81％と比べて大きく下
回っています。この状況を改善するために、日本
企業は、行動規範を社内外のウェブサイトに分か
りやすく掲載し、記憶しやすいURLやQRコードを
活用して周知を図ることが有効です。 

日本において、自社の行動規範を実際に参照し
たことがあると回答した従業員は49％にとどま
り、グローバル全体の70％と比べて低水準とな
っています。これは、日本企業に対し、行動規範
を従業員にとって有用なリソースとして位置づ
け、その意義を明確に伝えるとともに、容易にア
クセスできる手段を周知する必要性を示してい
ます。 

ウェブベースの行動規範は日本において着実に
普及しつつあり、オンライン版にアクセス可能で
あると回答した割合は37％に達し、グローバル
全体の32％を上回っています。これは、インター
ネットに接続されたデバイスを通じて、従業員が
いつでも、どこからでも行動規範を容易に参照
できるようにすることを優先事項とする組織が増
えていることを示しており、デジタル・アクセシビ
リティへの広範な移行を反映しています。 

5
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2023年版からの変化 
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2023年版からの変化 
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行動規範は固定的なものであってはなりません。むしろ、事業環境の変化
に応じて随時進化し続ける、いわば「生きた文書」として位置づけられるべ
きです。 

本レポートで評価対象となった日本企業32社の行動規範のうち、17社
（53%）が過去2〜3年の間に更新されていました。一方で、15社（47%）は

2023年時点と全く同じ内容のままでした。 

本レポートで評価対象とした日本企業32社の行動規範のうち、17社（53）
は改訂が行われていた一方で、15社（47％）は2～3年前から全く更新され
ていない状態にありました。 

企業は、行動規範を少なくとも年に一度は見直し・更新し、3～5年ごとには
抜本的な改訂を行うことが望まれます。これにより、行動規範が最新の動
向に即したものとなり、従業員も「現行性のある規範」であると認識するこ
とで、より関心を持って参照する傾向が見込まれます。

行動規範の更新頻度 

53%

47%

2023年版以降に更新された行動規範 

更新済み 

未更新 
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AIに関する指針の追加 

更新データにおける最も顕著な動向の一つは、現行の行動規範に
おいて、人工知能やテクノロジー倫理に関する内容が大幅に取り
入れられるようになった点であり、従前の規範と比べて明確な増加
が見られます。 

グローバル全体では、取扱い比率は2023年のわずか5％から2025
年には15％へと上昇し、3倍以上の増加となりました。日本におい
ても、0％から13％へと拡大しています。こうした急増は、AIが企業
活動においてもたらす倫理的影響に対する認識が高まっているこ
とを示しており、特に自動化、データ利用、バイアス、監視、そしてAI
システムにおける説明責任といったリスク管理への対応が企業に
求められている状況を反映しています。今回の増加は単なる数値
上の変化にとどまらず、新興テクノロジーの複雑性に対し、倫理・コ
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ンプライアンスプログラムが積極的に取り組み
始めているという、より広範な文化的変容が確認
されます。 

この動向は、EU AI法をはじめとする各国政府の
枠組みに代表される、AI規制の世界的な高まりと
軌を一にするものです。組織が倫理的指針を行
動規範に組み込むことは、従来は贈収賄防止や
利益相反といった課題に適用されてきたのと同
等の厳格さをもって、AIリスクに対処する姿勢を
示しています。これらの指針を盛り込むことによ
り、コンプライアンス戦略の将来的な有効性を確
保し、社会的責任意識の高い人材を惹きつけ、さ
らにはステークホルダーに対して技術的責任を
果たしていることを保証する効果が期待されま
す。加えて、この進化は、企業が従業員に対し、AI
や自動化に伴う倫理的ジレンマを認識し、適切に
対応するための手段を備えさせ始めていること
をも示唆しています。 

AIを取り扱う行動規範の割合が大幅に増加して
いることは心強い動きではあるものの、依然とし
てグローバル全体の85％、日本では87％の行動
規範が、この重要な新たなリスク領域に対応して
いないのが現状です。これは、企業が少なくとも
年に一度は行動規範を見直し、事業環境やコン
プライアンス環境の変化を反映させる形で更新
する必要性を示しています。 
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Japanese Companies
(% Risk topics)

2023 2025

財務報告の正確性 

人工知能（AI） 

贈収賄および腐敗行為 

会社資産 

競争法遵守 

競合情報の収集と活用 

機密情報の保護 

利益相反 

差別の禁止 

多様性の尊重 

環境保護 

詐欺行為 

贈答品の取り扱い 

ハラスメントの防止 

安全衛生 

人権の尊重 

情報セキュリティ 

インサイダー取引 

知的財産の保護 

国際取引の遵守 

労働法の遵守 

メディア対応 

政治活動への関与 

プライバシー保護 

サプライヤー管理 

記録管理 

物理的・情報的セキュリティ 

ソーシャルメディアの利用 
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最新版の行動規範では、インシデント報告および対応において重要な領域
で顕著な改善が見られました。日本企業の行動規範における報告窓口等の
リソース明示は22ポイント増加（75％から97％へ）、報復行為に対する懲戒
の明文化も21ポイント増加（63％から83％へ）し、内部通報者保護に対する
より強固な姿勢を示しています。これらの改善は、企業が倫理・コンプライア
ンスプログラムを支える運用基盤を精緻化し、従業員が「どのように、どこへ」
懸念を報告できるかを理解し、安心して行動できる環境の整備に努めてい
ることを示唆しています。詳細については、本レポート26ページ「発言すること

（Speaking Up）」をご参照ください。 

重要なのは、これらのリソースが存在すること自体ではなく、それらが組織全
体にわたり広範かつ一貫して整備されるようになってきた点にあります。不
正報告のためのチャネルが明確に示され、容易に利用できることは、効果的
な倫理・コンプライアンス文化を築くうえでの基盤です。これは、組織が「耳を
傾け、対応する」意思を示すものであり、そのことが信頼の醸成につながり、
問題が深刻化する前に顕在化させる助けとなります。こうした変化は、過去の
経験、とりわけ明確な報告体制の欠如がシステム上の欠陥と見なされた著名
な不祥事から得られた教訓に起因していると考えられます。

通報とその対応の強化 
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行動規範の構成要素（％）
日本企業 

2023 2025

経営層からのメッセージ 

行動規範の目的 

企業の価値観 

主要テーマ 

適用範囲 

外部委託業者 

従業員の責任範囲 

管理職の責任範囲 

免除規定 

調査手続き 

違反時の措置（懲戒等）

通報手段の案内 

ヘルプラインの詳細 

報復への懲戒措置 

ケーススタディ（シナリオ） 

意思決定モデル 

関連ポリシーへのリンク 

目次 

重要な原則 

期待される事柄 

表示されるリソース 

視覚に訴えるデザイン 
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従業員の意識 

14 2025 年 行動規範レポート（日本版）
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2025年調査からの洞察

2024年版レポートの調査結果を踏まえ、今年は従業員が自社の行動規範
とどのように関わり、活用しているのかについて理解をさらに深化させる
ことを目指しました。 

今年の調査では、倫理・コンプライアンスプログラムにおいて、アクセスの
容易性、コミュニケーション、文化的整合性への重視が高まっていることを
踏まえ、より広範な視点を捉えるべく調査範囲を拡大しました。 

日本の従業員は行動規範へのアクセスに課題を感じている 

日本企業の従業員は、自社の行動規範へのアクセスが容易ではないと感
じています。「アクセスが簡便である」と回答した割合は52％にとどまり、グ
ローバル全体の81％と比較して大きく下回っています。この状況を改善す
るためには、日本企業が行動規範を社内外のウェブサイトに明示的に掲
示し、記憶しやすいURLやQRコードを活用して周知徹底を図ることが有効
です。 

行動規範を「探しやすく、アクセスしやすく、活用しやすく」することは、従業
員が必要に迫られた際だけに読む企業文書から、倫理・コンプライアンス
上の方針やジレンマに関する疑問が生じたときに常に参照される有用な
ツールへと進化させるための重要な一歩です。これは、私たちが目指す倫
理・コンプライアンス文化の基盤を形成するものでもあります。 

日本は、コンプライアンスリスクに関する明確で理解しやすい指針の提
供や、報復に対する企業の姿勢の説明といった、従業員エンゲージメント
の他の指標においても、世界の水準に比べて遅れをとっています。その結
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果、不正を報告しても報復を受けないと自信を持って回答した日本の従
業員は42％にとどまり、グローバル全体の71％と比べて大きく下回って
います。 

この領域において改善を図るために、日本企業が取るべきステップは
二つあります。 

行動規範を世界水準に引き上げることです。 

一つは本レポート18ページ「良い規範とは？ 」をご確認ください。 

二つ目は行動規範を容易に見つけられる場所に掲示し、繰り返し周知・
共有することです。 

従業員エンゲージメント（同意率 %） 
日本 グローバル 

行動規範へのアクセス
方法を知っている  

 

行動規範へのアクセスは
簡単で便利だ  

 現在の行動規範は
理解しやすい   

行動規範はコンプライアンスリ
スクに関する明確な指針を提供

している   

行動規範は報復に対する組織と
しての姿勢を説明している  

  

不正行為を報告しても報復され
ないという確信がある 
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従業員の半数が
行動規範を十分に活用していない

日本において、自社の行動規範を実際に参照リソースとして活用したと回
答した従業員は49％にとどまり、グローバル全体の70％と比べて低い水
準にあります。これは、日本企業に対し、行動規範を従業員にとって有用な
リソースとして位置づけ、その活用の意義および容易にアクセスできる方
法を明確に伝達する必要性を示しています。 

この結果は、日本企業に対し、行動規範を定期的に刷新・近代化し、その
関連性、明確性、そして共鳴性を確保する必要性を示しています。そうする
ことで、従業員は行動規範を、倫理的判断を下し「正しい行動」を選択する
ための有用なツールとして認識する可能性が高まります。これらのデータ
は、職場の現実や新たな倫理的課題に歩調を合わせて進化し続ける「生
きた文書」として行動規範を維持することの価値を強調しています。 
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行動規範を業務の参考資料として活用
（％は日本の従業員の同意率） 

日本 グローバル 

行動規範を業務の参考資料と
して使用したことがある 

行動規範は自分の業務に関連
性があると感じる 

自分の上司は、行動規範の行
動規範の重要性について継続

的に言及している

行動規範は企業ブランドと結
びついている 

経営層は会議や社内ミーティ
ングで継続的に行動規範につ

いて言及している 

自分の上司は行動規範を遵守
していると思う 

組織のリーダーは行動規範を
遵守していると思う 

10         20         30         40         50         60         70         80         90         100

 

 

以下の図表に示すとおり、次の領域における改善は、従業員が行動規範を
リソースとしてより安心して活用できるようにする一助となり得ます。 

•	 経営層や管理職が、行動規範およびその中に含まれる倫理基準につい
て、定期的かつ実質的な形で語ること。 

•	 経営層や管理職が、意図的かつ可視的に行動規範の遵守を体現する
ロールモデルとなること。 

•	 行動規範を、企業の存在意義（パーパス）、価値観、事業、ブランドと整
合させ、従業員にとって「自分事」として実感できるものとすること。 
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日本の調査回答者の37％が、自社の行動規範にウェブ版でアクセス可能
であると回答しました。この結果は、コンプライアンス・コミュニケーション
におけるデジタルファーストのアプローチへの重要な転換を示しており、
職場におけるテクノロジー導入の拡大や従業員エンゲージメント戦略の
広範な潮流を反映しています。 

ウェブ版の行動規範は、従来の形式に比べていくつかの重要な利点を有
しています。第一に、リアルタイムでの更新が可能であり、従業員は常に最
新の方針にアクセスでき、手作業による再配布を必要としません。さらに、
マルチメディアの埋め込み、検索機能、関連する方針や報告窓口へのリン
クといったインタラクティブな機能により、特に複雑なコンプライアンス課
題に直面する従業員にとって、利便性と理解度を高めることができます。 

ウェブ版の
行動規範の普及 
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55%

日本

50%

グローバル 日本 グローバル 日本 グローバル
印刷版  

50%
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デジタルPDF  
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行動規範はどの形式で提供されていますか？

この形式は、幅広い職務や業務環境におけるアクセス性の確保にも資す
るものです。従業員がリモート勤務であっても、オフィス勤務であっても、
あるいは現場の最前線に従事していても、ウェブ版の行動規範は必要な
情報を、インターネットに接続されたあらゆるデバイスを通じて、いつでも
どこでも利用可能にします。さらにグローバル企業にとっては、言語ロー
カライズの効率化、コンテンツのカスタマイズ、そして学習や倫理関連プ
ラットフォームとの統合を推進する機会ともなります。 

ウェブ版の行動規範が普及しつつあることは、行動規範の「内容」だけで
なく「提供のされ方」も同等に重要であるという認識が高まっていることを
示しています。組織が現代的でアクセスしやすい形式に投資することは、
従業員の認知と理解を促進するのみならず、より広範な浸透性と迅速な対
応力を通じて、倫理・コンプライアンス文化の強化にもつながります。 



212025 年 行動規範レポート（日本版）

良い行動規範とは？ 
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効果的な行動規範の8つの構成要素 

先進的な行動規範における「良い規範」の要件
を、一貫性・客観性・包括性をもって評価するた
めに、LRNは独自の「行動規範評価手法」を用い
ています。この手法は2015年に初めて導入され、
その後も規制要件の変化やベストプラクティス
に即して継続的に改良されてきました。本フレー
ムワークでは、効果性を測定する8つの側面にわ
たり、47の設問を通じて行動規範を評価してい
ます。さらに、ページ数、語数、推定読了時間、トー
ン、そして読解の難易度を示す標準的指標である
Flesch-Kincaidグレードレベルなど、主要な可読
性指標についても評価を行っています。

LRNの包括的な調査と豊富な実績から、最も効果的
な行動規範は、効果的な行動規範を構成する8つの
側面すべてにおいて高い評価を得ている場合に、優
れた成果を示すことが明らかになっています。 

次のページでは、各構成要素において「良い行動規範
とは何か」を体現する、公開されている事例を紹介し
ます。
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事例：ソニーグループ株式会社

優れている点：ソニーグループはリーダー
メッセージの中で企業としての価値観を
強く打ち出しており、組織としての基本的
な理念や立場をリーダーシップ・メッセー
ジとして発信しています。
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事例：塩野義製薬株式会社

優れている点：企業の価値観が明示され、
その価値観に裏付けられた行動指針も
同時に提示されています。
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事例：HOYA株式会社

優れている点：全従業員の責務ならびに
行動規範に関係するステークホルダーの
責務が、明確に定義され、効果的に周知
されています。
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事例：Howard Hughes

優れている点：報告手順が明確に定義され、
詳細に記載されています。機密保持および匿
名性についても適切に対応されており、さら
に、報告者が抱える可能性のあるあらゆる疑
問に対応するための複数のリソースが提供
されています。
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事例：PG&E

優れている点：トピックは明確に記載され、
論理的に整理されています。さらに、AIな
どの新たなリスク領域に関するトピックも
含まれており、内容の関連性とタイムリー
さを高めています。
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事例：Western Union 

優れている点：重要な用語の定義に注意
を促すコールアウトボックスが設けられ
ており、関連するポリシーへのリンク、遵
守すべき事項と避けるべき事項、さらに、
従業員が業務で直面し得る一般的な状
況に行動を結び付けるQ&Aも含まれて
います。
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事例：パーソルホールディングス株式会社

優れている点：こちらの行動規範はウェブベー
スで構築されており、ウェブサイトと同様に、あ
らゆるデバイスからアクセスすることが可能で
す。インタラクティブな設計により、読者は必要
な情報を迅速かつ容易に取得できるようにな
っています。さらに重要なのは、倫理・コンプラ
イアンス部門が、従業員のコード閲覧・利用状
況に関するデータ分析を通じて貴重なインサ
イトを得られるという点です。
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事例：Electronic Arts

優れいている点：行動規範の視覚的設計
は、ブランドの一貫性を維持しつつ倫理原
則との整合性を担保し、閲覧者の注目を効
果的に喚起する構成となっています。
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組織は、行動規範をより明確で、より包括的
かつ技術的関連性の高いものへと進化させ
つつあります。一方で、多くの企業は、人工知
能（AI）の台頭をはじめとする重大なリスク領
域を含む、急速な事業・コンプライアンス・技
術の変化に追随するだけの速さで行動規範
を更新できていないのが現状です。構造面で
の改善や従業員エンゲージメントの向上は
見られるものの、特に中間管理職層において
コミュニケーションの不足が依然として残存
しています。変化するグローバルな職場環境
において、行動規範を日々の行動に組み込む
ことこそが、今後の倫理・コンプライアンス・
リーダーシップにとっての新たな課題となっ
ています。 

結論 
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LRNの倫理・コンプライアンス研修やプログラム運営に関するインサイト、サービス、ソ
リューションの詳細については、弊社ホームページ(LRN.com/ja)をご覧ください。 

Leverage our expertise 

LRN.com/ja


